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今後の新型コロナウイルス感染症対策についての緊急提言 

 

 

先月７日の緊急事態宣言の再発出が行われて１か月半以上が経過した現在、

多くの国民や事業者の皆様のご協力により新規感染者数は減少傾向にあり、 

６府県においては知事の意見も踏まえ２月末で緊急事態宣言が解除されたもの

の、４都県で宣言が継続されるなど、未だ予断を許さない状況である。 

しかも、各地で新たな変異株も確認されており、感染が減少してきたこの機会

を捉えて、検査・積極的疫学調査を深堀りするとともに、医療提供体制を万全の

ものとし、感染が再拡大することのないようにする必要がある。 

また、今月１７日から、感染収束に向け大きく期待される新型コロナウイルス

ワクチンの接種が始まったところであり、早期の集団免疫の獲得に向けて接種

の体制を早期に構築する必要がある。 

我々４７人の知事は、一致団結して国とも連携しつつ、一日も早く全ての地域

で緊急事態宣言解除はもちろんのこと、引き続き感染状況が確実に十分下がる

ように全力を尽くし、もう一度安心と希望をもって暮らしていける日々を取り

戻す決意である。 

ついては、政府におかれても、下記の項目について対処されるよう提言する。 

 

１．緊急事態宣言及び感染再拡大の防止について 

○ 国においては、国民・事業者が一体となって短期的・集中的に対策に取り 

組むため、第３波の経験と検証を踏まえて、引き続き国民に危機感を伝え、 

行動変容を促す強いメッセージを発出するとともに、営業時間短縮要請や 

外出自粛などの緊急事態措置の効果や改善策等について専門的知見を踏まえ

分析を行い、わかりやすい丁寧な説明を行うこと。併せて、各都道府県におい

ても実効再生産数を算出し迅速に対策の効果を把握できるよう、国としても

計算方法を共有する等協力すること。 

緊急事態宣言の解除に当たって都道府県と十分に情報共有や意見交換を 

行った上で、国において適切に判断するとともに、宣言解除後も引き続き感染

を確実に十分抑えられるよう、都道府県の意見を尊重し強力な対策を講じ感染

再拡大防止に努めること。併せて、引き続き全国において警戒を緩めず感染防

止対策を継続するよう、国民や事業者への呼び掛けを強力に行うこと。 

○ 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金に関して、休業や営業

時間短縮要請が円滑に行えるよう、規模に応じた支援検討や要請時期にかか

わらず十分な額を支給することを含め、引き続き国として全面的な財政措置

を行うこと。 
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○ 宣言解除後の再拡大を防ぐとともに、まん延防止等重点措置の区域等の 

指定や変異株の感染拡大防止のため、都道府県が早期に感染源を特定して 

リバウンドの予兆を探知し阻止できるよう、モニタリングのためのＰＣＲ 

検査や積極的疫学調査の取組を支援するとともに、まん延防止等重点措置を

柔軟に発動するなど機動的に対処すること。また、医療従事者や重症化リスク

の高い高齢者施設における感染を防止するための高齢者施設職員に対する 

定期的な検査や感染が確認された場合の支援チームの派遣について、引き続

き支援すること。 

○ これまでの経験を踏まえ、年度末・年度初めに全国的に人の移動や飲食の 

機会が増加し、感染が再拡大することのないよう、対策を検討するとともに、

国民に強くアピールすること。また、テレワークや時差出勤の促進について、

事業者への要請を引き続き行うとともに、導入に係る支援を強化すること。 

 

２．緊急事態宣言により影響を受けた全国の事業者への支援及び雇用対策につ

いて 

○ 全国で一致団結し感染拡大を抑え込む対策を実施してきたところであり、

緊急事態宣言対象地域以外の地域や営業時間短縮要請の対象となった飲食業

以外の業種においても、厳しい影響が生じている。こうした事業者が国全体の

感染拡大防止に協力し雇用継続に努力されていることに鑑み、国におかれて

は、緊急事態宣言対象地域以外の地域や飲食業以外の業種においても実効性

ある経済雇用対策を公平に講ずるよう、強く求める。 

ついては、緊急事態宣言対象区域の飲食店との取引関係等の要件を撤廃する

など、一時支援金の対象地域も含めた支給対象の拡大や支給額の上限引上げ、

売上げ要件の緩和等を図るほか、持続化給付金や家賃支援給付金の再度の支給

や要件緩和・企業規模に応じた支給額の引上げ、例えば地方創生臨時交付金の

特別枠の設定などを行うこと。特に飲食業等自粛の影響が強く現れた業種には、

速やかに実効性のある対策を講じること。 

併せて、民間金融機関の実質無利子・無担保融資の期間延長や返済猶予等も

含めたアフターケア、大企業とみなされ対象外となる地方の中堅企業に対して

の中小企業支援策の適用、税の減免・優遇措置・猶予など、事業者や労働者等

への支援を行うとともに、併せて、これら支援策の活用を働きかけるための 

周知・広報や申請サポート体制整備や適正な手数料設定、申請簡素化なども 

含め、迅速で実効的な支給につなげること。 
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○ 緊急事態宣言の延長に伴う Go To トラベル事業等の再開の再延期も相まっ

て、裾野の広い観光産業をはじめ地域経済に大きな影響が及んでおり、引き続

き経済情勢を踏まえて機動的に雇用創出・消費喚起対策や総需要対策を行う

こと。特に、大きな損失を被っているバス・鉄道・航空・船舶・タクシー・   

運転代行等の交通事業者や旅行業者・宿泊業者・土産物店等の観光関連事業者、

飲食事業者、ブライダル事業者に対し、事業規模に応じた手厚い経営支援を 

行うこと。また、コメをはじめ農林水産業への影響に対する対策を講じること。 

○ 生産性向上や新たな付加価値創出、産業の国内回帰、新たなビジネスモデル

への転換等に対する予算措置を、地域独自の対策の支援も含め、十分に講じる

こと。 

○ 第３次補正予算に計上された中小企業等事業再構築促進事業や中小企業生

産性革命推進事業については、速やかな執行を図るとともに、多くの事業者が

活用できるよう柔軟な運用を行うこと。 

○ 各地域の実情に応じた経済社会対策が必要であり、新型コロナウイルス感

染症対応地方創生臨時交付金については、今後の感染状況も踏まえ、必要に 

応じた予備費の活用も含め、交付金の増額を機動的に行うこと。また、   

令和３年度もすべての地方自治体が必要とする額を国において確保するとと

もに、地方財政対策を十分に行うこと。 

○ Go To キャンペーン事業については、感染状況などの地域の実情を踏まえ、

例えば Go To トラベル事業において感染が落ち着いている地域の宿泊施設を

その地域の住民が利用する場合など段階的に再開するなど、感染状況に応じ

つつ、適切かつ弾力的に運用すること。また、地域間に不公平が生じないよう

にするとともに、幅広い業種の支援につながることも勘案し、Go To キャン

ペーン事業の実施期限を延長するとともに、早期の再開が困難な場合は、地方

の独自の支援に対して地方創生臨時交付金を増額配分するなど柔軟な対応を

検討すること。 

Go To イート事業については、食事券の販売期間及び利用期間が都道府県

ごとの運用とされていることから、事業者や国民に混乱を与えることのないよ

う適時適切な周知に努めるほか、キャンペーン事務局からの加盟店への代金振

り込みが早期に行われるよう対応を講ずること。 

○ 緊急事態宣言の対象地域の内外を問わず、飲食店をはじめ様々な業種で 

働くパートやアルバイトも経済的な影響を受けていることから、事業者に 

対して、パート、アルバイト等への休業手当の支払いと雇用調整助成金及び 

緊急雇用安定助成金の活用などを強く働きかけること。加えて、労働者が直接

国へ請求できる休業支援金・休業給付金について、学生や女性を含めた非正規
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労働者に対して制度の活用に向けた周知を徹底するとともに、申請に関する

サポート体制を整備すること。  

〇 新型コロナのもたらす影響により雇用に対する情勢が深刻化しつつあり、

国費の拡充を通じ雇用調整助成金及び緊急雇用安定助成金の特例措置や休業

支援金・休業給付金の更なる対象拡充・延長に加え、失業給付の充実を図るほ

か、基金を活用した「緊急雇用創出事業」を早期に創設するなど、機動的かつ

効果的な雇用対策を行うこと。 

〇 新型コロナウイルス感染症に伴う離職者を支援するため、新たなスキルの

習得といった職業能力開発促進策等の一層の拡充・強化を講じ、人手不足や 

成長分野への労働力移動を図ること。 

 

３．ワクチン接種体制の円滑な実施について 

（１）ワクチン接種の進め方及び体制の確保 

○ ワクチン接種については、「国民の安全・安心を第一に進めていく」との

基本姿勢に立ち、現場で生じる種々の疑問に対し早急に対応できる体制を 

構築するなど、接種体制やシステムも含めた諸課題について検証しながら 

丁寧かつ着実に進めること。また、２月２４日、２６日にワクチン供給の  

当面の予定が公表されたが、供給が予定どおり確実に行われることはもとよ

り、現場での準備が円滑に進むよう、集団免疫獲得に向けて、国として、  

いつまでに国民の何割の接種を目指すのかというグランドデザインを早期

に明らかにした上で、ワクチンの種類や量、供給時期、副反応等の情報を  

含め、より具体的に供給スケジュールや配分量等について可及的速やかに 

示すこと。併せて、市町村や医療機関等が連携して円滑かつ迅速に実施する

ことができるよう、ワクチン接種の意義及び副反応も含めた具体的情報を 

全ての国民に対し、迅速かつわかりやすく周知・広報を行うこと。 

○ 医療従事者等に対する優先接種に際しては、当初の予定より百万人増加す

ることとなった優先接種対象者への適切な対応も含め、輸入枠の確保や既に

承認申請がなされた国内で製造しているワクチンの早急な承認手続など、 

ワクチンの総数を十分に確保・供給し、医師数以外の指標も考慮する等適切

に配分を進め、できる限り速やかに医療従事者等への優先接種を完了し、 

接種期間の重複による支障を極力生じることのないよう、高齢者に対する 

優先接種への円滑な移行を図ること。 
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○ 各都道府県の実情に応じた接種が円滑に実施できるよう、ワクチンの供給

状況に応じ、基本型接種施設から基本型接種施設への移送を可能とすること

など、接種対象者に弾力的に接種を可能とするとともに、基本型接種施設へ

の配分についてワクチン接種の１回目と２回目で配分先の変更を柔軟に 

認めるなど、「ワクチン接種円滑化システム（Ｖ－ＳＹＳ）」の仕様により  

各都道府県の運用が制限されることのないようにするなど、ワクチン供給の

範囲内で都道府県において弾力的に対応できる仕組みとするとともに、医療

従事者等への負荷軽減や確実な体制整備を進めながら、現実的なスケジュー

ルのもとに、丁寧かつ着実に進めること。 

○ 東日本大震災に係る避難者や原発・除染関連作業員も含め、漏れのない 

接種体制を確立すること。また、各地域での接種を早期に完了することや、

施設利用者に直接接する観点から、高齢者施設の 65 歳未満の入所者、通所・

訪問サービスの利用者・従事者や障害者施設の 65 歳未満の入所者・従事者、

高齢者等の送迎者など接種会場の運営スタッフ、さらには接種順位の上位と

ならない疾患等で医療機関に長期入院している患者等についても幅広に 

優先接種の対象に追加するとともに、卸の地域割に関わらず、広域的な取組

の実施が可能となるよう手引きを改正するなど、地域の実情に応じて弾力的

な対応ができるよう配慮すること。併せて、現場と具体的な情報共有を  

速やかに行いつつ、ワクチン接種に係る意義や予診票の記入方法の説明動画

等、全国的に必要と考えられる周知・啓発の素材について、国において準備

し全国に配布するなど、自治体窓口等への支援を行うこと。 

○ ４月１２日から開始されることとなった高齢者への優先接種に際しては、

接種の本格化に向け、段階的に接種範囲を広げながら、得られた知見を  

効果的に共有しつつ、検証・改善を着実に行い、安全かつ円滑な実施と   

高齢者の安心の確保につなげること。 

○ ワクチン接種施設となる医療機関の多くは、通常診療に加え、さまざまな

コロナ対応を実施している状況であるため、Ｖ－ＳＹＳに係る ID の確実な

交付や簡便な運用等も含め、ワクチン接種に係る事務作業を極力省力化し、

医療現場の負荷軽減を図ること。 

○ 人材が限られている離島やへき地をはじめ、接種に係る医療従事者の確保

が課題となっており、潜在看護師の掘り起こしや各種団体への派遣の働きか

けなど、国として必要な支援を行うこと。 
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○ 新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業の上限額については、  

当初示された上限額から増額されることとなったが、接種体制の整備に係る

費用に地方の負担が生じないよう、引き続き、地方自治体の意見も踏まえ、

国の責任において、送迎費用等も含めきめ細かく必要な財政措置を講じるこ

と。 

〇 集団接種会場を設け短期間で大規模な接種を行うためには、接種に従事す

る医療従事者に対し、通常の診療を休止するなどの措置を要請する必要があ

る。接種に関わる医療従事者が通常診療を休止した場合の影響をふまえた 

十分な報酬を受け取れるよう、財政措置を行うこと。また、集団接種会場で

従事した医療従事者の方々の報酬額が地域によって差が生じないよう、  

国において目安となる単価を早急に示すこと。 

○ 通所介護の事業所の近隣等で利用者へのワクチン接種を行う場合、接種時

間は介護報酬に算定されないため、円滑な接種の実施に支障が生じるおそれ

があることから、事業所の不利益にならない措置を講じること。 

○ 国が示した接種委託費用単価（2,070 円）は、インフルエンザ予防接種

費用と比較して低く抑えられていることから、接種医療機関をできるだけ

多く確保するためにも、十分なインセンティブを持った単価設定とするこ

と。 

○ 可能な限りワクチンを有効に活用するため、１バイアルから６回分採取 

可能な針とシリンジを確保することとし、その見通しを早期に示すこと。 

また、キャンセル分も含めたワクチンの余剰分の取り扱いについて、廃棄 

処理の考え方や当初予定していた方以外に接種した場合においても健康 

被害の救済主体を国とすることなど、国の責任において対応指針を示すこと。

併せて、ワクチンの希釈に必要な生理食塩水用の針とシリンジについても、

必要量を現場で確保できるよう、国としても対策を講ずること。 

○ 今後、ワクチン接種が本格化する中、保冷バッグ、バイアルホルダー、  

保冷剤等のワクチン移送に必要な資機材の不足が懸念されることから、  

必要量を現場で確保できるよう、国としても対策を講ずること。 

〇 各都道府県に設置が求められている副反応専門医療機関の設置について

は、大学病院や急性期病院など地域の中核的医療機関が想定されているが、

これらの医療機関は、通常診療に加え、さまざまなコロナ対応を実施してい

る状況であるため、国において、その他の医療機関も含めた役割を整理し 

一定の方向性を示すこと。併せて、アナフィラキシー対応に必要となる  

アドレナリン自己注射薬等の救急措置用品について、必要量を現場で確保で

きるよう、国としても対策を講ずること。 
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また、接種施設で副反応が起こった際の対応マニュアル等を早期に整備す

ること。 

加えて、現在進められている先行接種で得られた課題や安全性、副反応等

に係る知見等を速やかに都道府県と共有するとともに、相談窓口等で活用で

きる副反応情報ＦＡＱの充実を図るほか、供給量に制約がある中で国として

の接種に対する考え方を示すこと。 

○ 新型コロナウイルスを完全に制圧するため、政府は基金の創設など大胆な

資金投入を行い、国家的重要戦略として、国産ワクチン製造の支援も含め、

必要十分なワクチンの確保・供給を図るとともに、特効薬や治療法の確立を

実現すること。また、治療薬等の研究開発を行う企業に対し重点的な支援を

行うほか、医薬品・医療機器等の産業育成を戦略的に進めること。 

〇 市町村においては、各種健診の実施など他の保健業務も引き続き実施する

必要があることから、こうした通常業務に支障を来さないようにするために

も、各種健診・保健指導等の実施を延期できるよう国として統一の方針を 

示すなど、市町村の事務負担軽減に配慮すること。 

（２）ワクチン接種関連システム 

○ ワクチン接種に関連するシステムに係る制度設計は、縦割りを排し、  

関係省庁が連携して一体的に行うとともに、自治体等への説明・支援の  

窓口も一元化し、自治体独自の予約システム等との一体的運用に配慮するこ

と。 

また、ワクチン接種の時期が迫る中、新たなシステムの詳細が示されず、

地方の準備に多大な影響が生じていることから、自治体等の手戻りや過度の

負担が生じないよう、国として直ちに、制度やシステムの詳細を決定し、  

自治体等に対して速やかに情報提供を行うこと。 

なお、新たなシステムの構築に当たっては、運用主体である市町村と緊密に

連携しながら丁寧に検証を進め、洗い出された課題については、早急に改善

につなげるなどの対応に努めること。 

○ 「ワクチン接種記録システム」及び「ワクチン接種円滑化システム（Ｖ－

ＳＹＳ）」については、ワクチン接種の会場や医療機関における情報入力を

基本としているが、ワクチン接種は、公共施設等での集団接種や医療機関で

の個別接種のほか、巡回診療先での接種や、厚生労働省においては職場での

集団接種も検討されているなど、その形態が多様化し、一度に相当な人数に

接種することも見込まれる。ついては、接種履歴を正しく迅速に入力できる

よう、入力方法は出来る限り簡易なものとし、接種会場におけるデータ入力

に支障を来さないよう、日本医師会を通じた医療機関への協力要請や補助端
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末等を確実に配布するなど、必要な措置を講じること。 

また、早期に２つのシステムを情報連携させ、自治体のシステムとの円滑

な情報連携を図り、データ入力や移行作業が必要最小限で済むようにするな

ど、市町村に過度な負担とならないよう改修を行うとともに、接種履歴の 

管理の一元化を図ること。 

併せて、Ｖ－ＳＹＳについては、自治体におけるワクチンの様々な配分 

方法に柔軟に対応できるよう必要な改善を図ること。 

○ 「ワクチン接種記録システム」については、自治体中間サーバーや情報  

提供ネットワークシステムを用いずに他の団体の特定個人情報を確認でき

るとしていることなど、従来のマイナンバーに関する取扱いと相反する仕組

みに疑義を示す意見が多く寄せられている。ついては、マイナンバー法等の

現行制度との整合性を関係省庁間で十分に協議・検討の上、問題ないことを、

その理由付けも含めて整理し、明らかにすること。 

   また、市町村が安心してシステムを運用できるよう、十分なセキュリティ

対策を講じるとともに、システムの利用に起因するトラブルについては、 

国の責任において対応すること。 

さらに、このシステムの稼働に当たっては、新たにデータ登録等の作業が

必要となることから、市町村や医療機関に対し、財政面も含め必要な支援を

確実に行うこと。 

 

４．医療提供体制や医療従事者の処遇改善について 

○ 今後も新型コロナウイルス感染症患者の急増により、重症者や死亡者も 

増加し、通常医療にも支障が生じるなど、医療崩壊が懸念されることから、 

医療体制の抜本的な強化に向けて早急に強力な追加的措置を行うとともに、

感染爆発時を想定した医療体制のあり方についても検討すること。 

○ 厳しい医療提供体制の状況に鑑み、新型コロナウイルス感染症患者を受け

入れる医療機関が十分な病床を確保し適切に対処できるよう、重症病床の 

確保や、人工透析患者・要介護者・認知症患者などの要配慮者への対応なども

含め、重点医療機関以外も対象として支援の充実を図るなど、新型コロナウイ

ルス感染症緊急包括支援交付金の対象拡大や弾力的な運用を認めるとともに、

速やかな交付を実現すること。加えて、入院協力医療機関におけるＣＴ撮影 

装置の整備を新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金の対象とするこ

と。 
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○ 新型コロナウイルス感染症から回復した患者の転院を受け入れる医療機関

に対する診療報酬の更なる拡充や新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交

付金による支援を行うとともに、同一病院内のコロナ病棟から一般病棟等へ

の転床も対象とすること。また、後方支援病床について、新型コロナウイルス

感染症患者を受け入れる病床と同様の空床確保料制度を設けること。併せて、

回復患者の転退院を受け入れる医療機関や社会福祉施設への協力金や診療 

報酬・介護報酬の更なる拡充、転院者が原因でクラスターが発生した場合の 

補償など、早急に支援策を示すこと。 

〇 自宅療養や入院までの自宅待機を行う患者へのフォローアップを確実に行

うため、医師や訪問看護師による往診等の支援、診療報酬の拡充等を行うこと。 

○ 後遺症に悩む患者の医療の確保に向けて、後遺症の実態解明を早急に進め

るとともに、対策に取り組むこと。 

○ 感染症患者の治療の現場を支える医療従事者や搬送等を行う救急隊員、 

エッセンシャルワーカーを支える保育所や放課後児童クラブなどの児童福祉

施設等の職員に報いるため、慰労金の追加給付や対象期間の延長、支給対象の

拡大等処遇改善を図ること。 

○ 医師や看護師等への処遇改善のための新型コロナウイルス感染症緊急包括

支援交付金の補助上限額の引き上げについては、重点医療機関以外の医療 

機関においても、クラスター発生時など新型コロナウイルス感染症対応の 

ため派遣されるケースもあることから、医療機関の通常の体制を確保するた

めに派遣した医師・看護職員等のほか、宿泊療養施設や社会福祉施設等に派遣

される医療従事者も含め当該措置の対象を拡大すること。また、医療従事者の

派遣に伴い体制を縮小せざるを得ない派遣元医療機関の減収に対しても支援

を行うこと。 

○ 看護師等の負担軽減の観点から、清掃・消毒・リネン交換等の委託経費も 

新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金の対象とされているが、この

措置を実効性あるものとするためにも、国において業界団体等と連携して 

清掃作業等を担える事業者の育成支援を行うなど積極的に対応すること。 

○ 多くの医療機関で新型コロナウイルス感染症患者の受入れの有無にかかわ

らず厳しい経営状況にあることから、医療機関の経営悪化へ歯止めをかける

よう、診療報酬のあり方も含め引き続き戦略的かつ継続的に対処すること。 

加えて、薬局、健診機関、介護・福祉サービス、あん摩マッサージ・鍼灸・   

柔道整復等の事業所等についても、処方箋受付の減少や利用控えなどにより

経営上困難な状況であることから、経営安定化のための財政支援等について

も、新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金の拡充等を図ること。 



10 

○ 新型コロナウイルス感染症の重症・中等症患者の受入については、公立・ 

公的医療機関をはじめ二次・三次医療を担う医療機関が中心的な役割を果た

している。これらの医療機関からより一層の協力を得るとともに、今後の  

新興・再興感染症の感染拡大にも対応できるよう、二次・三次医療に係る診療

報酬を大幅に引き上げること。 

○ 診療・検査体制の拡充を図るため、新型コロナウイルス感染症緊急包括支援

交付金におけるスタッフに対する危険手当の創設や予防的 PCR 検査費用への

補助、スタッフの感染時の休業補償、事務職員を含む労災給付上乗せ補償の 

保険料支援を行うこと。併せて、新年度においても現在の体制を維持していく

ため、引き続き発熱患者の外来診療・検査体制確保のための補助金を継続する

こと。 

○ 保健師のみならず感染拡大地域への医師・看護師の応援派遣についても、 

いかなる状況にも対応できるよう、国において総合調整をしっかりと行うと

ともに、その他の感染拡大地域支援も含め自衛隊の活用など機動的な対応を

実施すること。併せて、ＤＭＡＴ等を参考に、感染症危機管理対策に機動的に

対応できる医療チームの育成等を国の責任で行うこと。 

○ 医学部定数の取扱いや公立・公的病院に係る地域医療構想については、新型

コロナウイルス感染症対策に支障のないよう、慎重な対応を図ること。 

 

５．保健所機能の確保等について 

○ 医療現場の負担を減らすためにも根本的に感染者数を抑制することが必要

であり、積極的疫学調査や入院勧告などの重要な機能を保健所が円滑に行う

ことができる体制を確保する重要性を国として十分に認識し、全国にわたる

感染拡大防止対策を確立するとともに、国としても保健師の派遣や育成も 

含めた体制の充実・確保を図ること。併せて、保健所業務のひっ迫に対応する

ため、業務の見直しを行い、効率化・簡素化について検討すること。 

○ 検査体制の充実について、検査技師等の人材育成を図ることも含め、必要な

体制の確保を図るとともに、幅広い検査により感染抑制につながる各地域の

積極的検査を支援すること。併せて、民間検査機関や医療機関によって、陽性

の判断がばらつくことのないよう、ＣＴ値等について国の統一的な指針を 

定めること。 

○ 全国各地で変異株の感染が確認されており、国において、国内でのウイルス

の変異を常時監視することにより、都道府県知事が迅速に対応できるよう、 

全国各地の新型コロナウイルス検体の遺伝子解析を行い、国内の新型コロナ



11 

ウイルスの感染力や世界各国で確認されている変異株との関係について分析

し、感染力の変化や特性、後遺症などの科学的・専門的情報を迅速に提供する

とともに、対処方法を示すこと。 

 

６．水際対策について 

○ 世界各国での変異株の確認等を踏まえ、現行の水際対策については緊急 

事態宣言解除後も当面継続し、入国規制については徹底することとし、緩和の

時期は慎重に判断すること。加えて、Ｎ５０１Ｙ変異株を持つ変異株について、

ＰＣＲ検査で検出可能な体制を整え、Ｅ４８４Ｋ変異株を含め、変異株の  

サーベイランスを強力に進めること。 

○ 現在、都道府県が行っている入国者・帰国者に対する健康観察については、

対象人数の多さ、連絡の取りづらさ等から新型コロナウイルス感染症対策の

要である保健所の負担につながっているため、入国者・帰国者に対する健康 

観察については、国の責任において行うなど、水際対策に係る地方自治体の 

負担を軽減するとともに、入国者・帰国者に関する情報を都道府県と共有する

こと。 

 

７．誰ひとり取り残さない社会の構築について 

○ 感染者及び最前線で治療に当たる医療従事者をはじめとするエッセンシャ

ルワーカーやその家族、更には他の都道府県からの来訪者や外国人等に対す

るデマの拡散、偏見や差別、心ない誹謗中傷、感染者等個人の特定などにより

人権が脅かされることのないよう、国においても人権を守る対策を強力に 

講じること。 

  また、地方の相談窓口の設置やネットモニタリング業務等に対する財政 

支援、国によるＳＮＳ人権相談窓口の設置などを行うとともに、国において 

感染者情報等の統一的な公表基準を定めること。 

○ 在住外国人の感染が各地域で拡大していることから、在住外国人に対して

は、改めて感染対策を呼びかけるとともに、国においても感染拡大防止につな

げるための実態把握等を行うこと。また、在住外国人を雇用する派遣事業者や

派遣先についても業種別ガイドラインを策定するなど、感染防止対策を徹底

すること。更に、在住外国人に対する保健所の積極的疫学調査、入院調整、  

健康観察等をはじめ、宿泊療養施設又は自宅における療養、外来診療・検査等

が円滑に進むよう、通訳者等の雇用や多言語化等にかかる経費について、十分

な財政的支援を講じるとともに、特に地域で不足する通訳者等の人材の確保・
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育成を行うこと。また、外国人住民への適切なワクチン接種のため、問診票等

の多言語化やコールセンターでの多言語対応などの環境整備と市町村への 

財政支援も確実に行うこと。 

○ 子どもの貧困や児童虐待の潜在化のおそれなどを踏まえ、子ども食堂を 

はじめ地域で子育て支援を行う団体への支援を強化するとともに、ひとり 

親家庭や多子世帯への継続的な支援や生活福祉資金貸付等の各種特例措置の

継続、修学旅行実施への配慮、大学生等の経済的負担の軽減や再び就職氷河期

世代を生み出さないための対策を講じるなど、将来世代等を応援するための

対策を行うこと。 

○ 生活が困難な方を支える生活福祉資金の特例貸付について、償還免除の 

要件を住民税非課税世帯に限定せず、借受人の収入実態等に基づき判断する

など、さらに緩和するとともに、今後、生活が困難な方への相談や支援の中心

となる生活困窮者自立支援事業の上限枠を見直すなど、継続的な支援体制が

整備できるよう支援すること。 

○ 大学入試や就職・就業の際に必要となる各種の国家試験等について、受験生

本人に感染が確認された場合や、感染が拡大している地域が試験地となって

いる場合等においても受験機会が最大限確保されるよう、オンライン試験の

導入や代替日の設定を行うなど、国において環境整備を図ること。 

○ コロナ禍における自殺者が増加していることを踏まえ、国においても自殺

対策を強力に講じるとともに、交付金等の弾力的な運用を図ること。 
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